
1 

 

文書管理手順要領 

 

当会社の作成する文書の取扱・管理については次の表の通りとする。 

 

(経理・財務) 

文書名 起算日 根拠条文 年限 重要度 

計算書類及び附属明細書 作成した時 会社法 435 
10 年 

秘文書 

会計帳簿及び事業に関する重要書類 帳簿閉鎖の時 会社法 432 

取引に関する帳簿 

帳簿閉鎖日及び

書類作成日・受領

日の属する事業

年度終了の日の

翌日から２か月

を経過した日(当

該事業年度分の

申告書提出期限

の翌日) 

法人税法施

行規則 59、67 

７年 

決算に関して作成された書類 

現金の収受、払出し、預貯金の預け入れ・

引出しに際して作成された取引証憑書

類 

有価証券の取引に際して作成された証

憑書類 

取引証憑書類 

電子取引の取引情報に係る電磁的記録 

電子帳簿保

存法施行規

則８ 

給与所得者の扶養控除等（異動）申告書、

配偶者特別控除申告書､保険料控除申告

書 

法定申告期限 

国税通則法

70～73 給与所得者の住宅借入金等特別控除申

告書 

課税関係終了の

日 

源泉徴収簿 法定申告期限 

課税仕入等の税額の控除に係る帳簿、請

求書等 課税期間末の翌

日から２か月を

経過した日 

消費税法30、

消費税法施

行令50、消費

税法施行規

則 15の３ 

資産の譲渡等、課税仕入、課税貨物の保

税地域からの引取りに関する帳簿 

消費税法58、

消費税法施

行令 71 

 

(人事・労務) 

文書名 起算日 根拠条文 年限 重要度 

重要な人事に関する文書 法律等による保存年限はないが、文書の

性格上、永久保存が必要と考えられるも

の 

永久 

秘文書 

労働組合との協定書 

従業員の身元保証書 

作成日 

従業員の身元

保証書 

５年 誓約書などの種類 
誓約書などの

種類 

健康診断個人票 
労働安全衛生

規則 51 

雇用保険の被保険者に関する書類 完結の日 
雇用保険法施

行規則 143 
４年 

労働者名簿 死亡・退職・解雇の日 労 働 基 準 法

109、労働基準
３年 秘文書 

賃金台帳 最終記入日 
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雇入れ・解雇・退職に関する書類 退職・死亡の日 法施行規則 56 

災害補償に関する書類 災害補償の終わった日 

賃金のその他労働関係の重要書類 完結の日 

企画業務型裁量労働制についての

労使委員会の決議事項の記録 
有効期間の満了後 

労働基準法施

行規則 24 の２

の３ 

労使委員会議事録 開催日 

労働基準法施

行規則 24 の２

の４ 

労災保険に関する書類 

完結の日 

労働者災害補

償保険法施行

規則 51 

労働保険の徴収・納付等の関係書

類 

労働保険の保

険料の徴収等

に関する法律

施行規則 70 

障害者であることを明らかにする

ことができる書類 
死亡・退職・解雇の日 

障害者の雇用

の促進等に関

する法律施行

規則 45 

雇用保険に関する書類 

完結の日 

雇用保険法施

行規則 143 

２年 秘文書 健康保険・厚生年金保険に関する

書類 

健康保険法施

行規則 34、厚

生年金保険法

施行規則 28 

内部通報に関する書類  

(法務) 

文書名 起算日 根拠条文 年限 重要度 

定款 法律等による保存年限はないが、文

書の性格上、永久保存が必要と考え

られるもの(会社法 31、特許法 67

など)このほか、次の文書を永久保

存している会社もある。 

●株主総会議事録 

●取締役会議事録 

●稟議書、重要決裁文書 

●財務諸表及び附属明細書、税務申

告書 

●固定資産台帳及び固定資産の取

得・売却に関する書類 

●顧客名簿 

●印鑑登録簿 

●外部団体加入・脱退関係書類など 

永久 

その他 

株主名簿、新株予約権原簿、社債原簿、

端株原簿、株券喪失登録簿 

秘文書 

登記・訴訟関係書類(権利証など) 

官公庁への提出文書、官公署からの許

可書・認可書、通達などに関する重要な

書類 

知的所有権に関する関係書類 

社規・社則及びこれに類する通達文書 その他 

効力の永続する契約に関する文書 秘文書 

重要な権利や財産の得喪等に関する文

書 

秘文書 

株主総会議事録 株主総会の日 会社法 318 

10 年 秘文書 

取締役会議事録 取締役会の日 会社法 371 

満期又は解約となった契約書 
満期又は解約の

日 
 

事業報告 
株主総会の１週

間前の日 
会社法 442 

契約期限を伴う覚書・念書・協定書など 契約期間終了の  
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日 

官公署関係の簡易な認可・出願等の文

書 
出願・受領日  

３年 

１年 

 

附則 

第１条(施行) 

１.本要領は、２０２５年８月１日より施行する。 

 


